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環境経営の実践で自社の企業価値を高める！ 
環境経営の概要と導入のポイント 

ジャンル：資金繰り サブジャンル：資金調達 

資金の調達コスト 
企業の借入金依存度 

経済・金融フラッシュ ２０１６年８月２６日号 

消費者物価（全国１６年７月） 

～円高による物価下落圧力が高まる 

Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター ２０１６年８月２４日号 

中国経済見通し 
～上期は持ち直しも下期には再減速へ、 

  景気対策なしでは失速しかねない状況 

統計調査資料 

毎月勤労統計調査 （平成２８年６月分結果確報） 
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2016年上期（1-6月期）の中国経済を

振り返ると、1-3月期には景気が下振れ

したものの、4-6月期には持ち直した。

実質成長率は1-3月期には前期比1.2％

増（改定後）と年率換算すれば4.9％前後

に低下したが、4-6月期には同1.8％増

（年率換算7.4％前後）へ回復、成長率目

標（6.5-7％）を上回る伸びを示し、景

気の持ち直しを確認することとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

2016年上期の消費は比較的高い伸びを維

持した。今後を考えると、雇用指標に大きな

落ち込みは見られず、中間所得層の充実とい

うトレンドが引き続き追い風となることか

ら比較的高い伸びを維持できるだろう。但し、

景気減速で賃金上昇率が鈍化したのに加えて、

インフレ率の上昇で実質所得が目減りするこ

とから、消費の伸びは若干鈍化すると見ている。 

 

2016年上期の投資は引き続き減速した。

インフラ関連投資は加速したものの製造

業が足かせとなった。今後を考えると、

過剰設備・過剰債務の整理が進む中で、

民間企業（特に製造業）の投資は落ち込ん

でおり減速傾向が続くと見られる。但し、

成長率目標の下限（6.5％）の達成が危ぶま

れる状況となれば長期計画を前倒し執行す

るなど景気対策に踏み切る可能性が高い。 

 

一方、中国人民銀行は貸出・預金基準金

利の引き下げを見送った。景気は下振れ

したものの、消費者物価が上昇率を高め、

住宅バブル懸念が高まったことが見送り

の背景と見られる。また、中国人民銀行

の盛調査統計局長は「流動性の罠」の可

能性を指摘した。民間企業の投資意欲を

回復させるには、金融政策だけでは手詰ま

り感があることを示唆したものと見られる。 

 

経済見通しとしては、2016 年の実質成

長率は前年比 6.6％増、2017 年は同

6.4％増と「緩やかな減速」が続くと予想

する。また、消費者物価は緩やかな上昇を

予想している（下右表）。但し、民間投資

が低迷を続ける中で、中国政府が景気対策

を打ち出さず、国有・持ち株企業の投資が

息切れすることになれば、実質成長率が

6％を割り込む可能性も否定しきれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネットジャーナル 
「Ｗｅｅｋｌｙ 

エコノミスト・レター」 
要 旨 

ニッセイ基礎研究所 
２０１６年８月２４日号 

中国経済見通し
～上期は持ち直しも下期には再減速へ、 

  景気対策なしでは失速しかねない状況 

1 

2 

 要  旨 

  「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」よりご確認ください。

中国の実質成長率（前年同期比） 
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4

民間企業と持ち株企業の固定資産投資 

（資料）ともにＣＥＩＣ（出所は中国国家統計局）

5



 

 2

 

」 

 

 

 

 
 
 

コアCPI上昇率のマイナス幅が拡大 

総務省が8月26日に公表した消費者物価

指数によると、16年7月の消費者物価（全

国、生鮮食品を除く総合、以下コアCPI）

は前年比▲0.5％（6月：同▲0.4％）と5

ヵ月連続のマイナスとなり、下落率は前

月から0.1ポイント拡大した。事前の市場

予想（QUICK集計：▲0.4％、当社予想

も▲0.4％）を下回る結果であった。 

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除

く総合は前年比0.3％（6月：同0.5％）

と上昇率が前月から0.2ポイント縮小、総

合は前年比▲0.4％（6月：同▲0.4％）

と前月と同じ下落率となった。  

消費者物価上昇率（生鮮食品を除く総合）

基準改定による改定幅の推移 消費者物

価指数は今月分より2010年基準から

2015年基準へと切り替えられた。基準

改定に伴い2016年1～6月のコアCPI上

昇率は旧基準（2010年基準）と比べて1

月、4月が0.1ポイント下振れ、6月が0.1

ポイント上振れしたが、6ヵ月の平均上昇

率はほとんど変わらなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

コアCPIは16年末頃までマイナスが継続

する公算 

16年8月の東京都区部のコアCPIは前年

比▲0.4％(7月：前年比▲0.4％)と6ヵ月

連続の下落となり、下落率は前月と変わ

らなかった。事前の市場予想（QUICK集

計：▲0.3％、当社予想も▲0.3％）を下

回る結果であった。 

エネルギー価格の下落率が7月の前年比

▲13.9％から同▲12.7％へと縮小する

一方、食料（生鮮食品を除く）（7月：前

年比1.0％→8月：同0.9％）、教養娯楽用

耐久財（7月：前年比2.4％→8月：同▲

0.8％）、家庭用耐久財（7月：前年比▲

4.3％→8月：同▲5.0％）の上昇率が低

下した。 

東京都区部のコアCPI上昇率のうち、エネ

ルギーによる寄与が▲0.70％（7月：▲

0.80％）、食料（生鮮食品を除く）が

0.20％（7月：0.24％）、その他が0.11％

（7月：0.16％）であった。 

 

 

 

ネットジャーナル 
「経済・ 

金融フラッシュ」 
要 旨 

ニッセイ基礎研究所 
２０１６年８月２６日号 

消費者物価（全国１６年７月） 

～円高による物価下落圧力が高まる 

1 2
 要  旨 

消費者物価上昇率（生鮮食品を除く総合） 
基準改定による改定幅の推移 

財・サービス別の消費者物価（生鮮食品を除く）

   「経済・金融フラッシュ」の全文は、当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」よりご確認ください。 

（注）各改定年次翌年 1～6月の差（新基準・前年比－旧基準・
   前年比）の平均値 

(資料）総務省統計局「消費者物価指数」 
(年・月）
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経営 TOPICS 
      � 

「統計調査資料」 
抜 粋 

厚生労働省 

２０１６年８月２３日発表 

毎月勤労統計調査 
（平成２８年６月分結果確報） 

利用上の注意 

❶ 統計数値は、特に断りのない限り、事業所規模５人以上、常用労働者(パートタイム労働

者を含む。)に関するものである。 

 

❷ 「前年度比」は、対前年度増減率（％）を掲載している。「前年度比」、「前年度差」は、

四半期の場合、前年同期と比較している。 

 

❸ 産業名で、「鉱業，採石業等」、「電気・ガス業」、「不動産・物品賃貸業」、「学術研究等」、

「飲食サービス業等」、「生活関連サービス等」、「その他のサービス業」とあるのは、それぞ

れ「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「サービス業（他に分類されないもの）」のことである。 

 

❹ 入職（離職）率とは、前月末労働者数に対する月間の入職（離職）者の割合（％）である。

なお、入職（離職）者には、同一企業内での事業所間の異動者を含む。 

 

❺ 前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致

しない。 

 

❻ 調査事業所の抽出替えに伴い、指数、前年度比などの増減率については、平成 27 年１月

分確報発表時に遡って改訂した。 

 

❼ 常用労働者とは、 

 ①期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇われている者 

 ②日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている者のうち、調査期間の前２か月間にそれ

  ぞれ 18 日以上雇われている者、のいずれかに該当する者をいう。 

 

❽ パートタイム労働者とは、常用労働者のうち、 

 ①１日の所定労働時間が一般の労働者より短い者 

 ②１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも 

  少ない者のいずれかに該当する者をいう。また、一般労働者とは、常用労働者のうち、パ

  ートタイム労働者でない者をいう。 

 

❾ 確報値は、速報値の集計後に新たに提出された調査票を加え集計したものである。速報値

と異なる傾向の調査票が多く提出された場合、改訂の度合いが大きくなることがある。 
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統計表 

第１表 月間現金給与額 

第２表 月間実労働時間及び出勤日数 
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第３表 常用雇用及び労働異動率 

第４表 就業形態別月間現金給与額 

第５表 就業形態別月間労働時間及び出勤日数 

「毎月勤労統計調査 平成２８年６月分結果確報」の全文は、当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。
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企業経営情報レポート 

 

 

環境経営の実践で自社の企業価値を高める！

環境経営の概要と導入のポイント 
 

 

 

 

       中小企業にも取り組みが期待される環境経営 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       活用可能な５つの再生可能エネルギー 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       環境経営を後押しする行政施策 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       自然エネルギーの活用で成果を上げている企業事例 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

      
 
        
 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

■参考文献 

「再生エネビジネスがよーくわかる本」 秀和システム 

「中小企業向け経営改善事例集～環境視点が企業を変革する」経済産業省 

ジャンル：経 営   
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 わが国において環境対策の取り組みが進んでいる中で、企業における環境に配慮した経営は、

これからますます注目されてきます。 

 自発的な環境に配慮した経営の実践は、環境への負荷を削減するばかりでなく、自社の企業価

値を高めることにもつながります。 

 このように環境に配慮した経営を実践する事業者が増加すると、自社の企業価値を高めるだけ

でなく、事業活動に伴う資源・エネルギー消費と環境負荷の発生を社会全体で抑制することがで

きます。 

 また、グリーン調達(※1)や環境配慮製品・サービスの提供等を通じて、持続可能な消費と生

産を促進します。 

 その結果、持続可能な社会の構築が進み、さらに環境配慮型製品・サービスの市場が拡大して

いきます。 

 こうした環境と経済の好循環を志向する戦略的対応に成功すれば、企業は持続可能な社会の構

築に貢献するだけでなく、自らの市場競争力を強化することも可能になります。 

 

◆環境経営につながる好循環イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：環境省 環境配慮経営ポータルサイトより 

 

※１ グリーン調達：環境への影響が少ない製品を優先的に購入すること。平成 13 年 4 月

の「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の施行により、

官公庁をはじめ民間企業でも実施されるようになった。 

 

1 中小企業にも取り組みが期待される環境経営 

環境に配慮した経営の必要性 
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再生エネルギーの活用によ

り、我が国のエネルギー自給

率の向上にもつながります。 

 

 

 

  

 現在、日本のエネルギー自給率は、わずか６％にとどまっており、これは諸外国に比べても非

常に低い数値です。 

 しかし、わが国には、太陽や風、水、森林をはじめとする自然のなかにある豊富な再生可能エ

ネルギー資源があり、これらの活用がエネルギー自給率を高めるばかりでなく、環境経営にも役

立てることができます。 

 日本の再生可能エネルギーは、なかなか導入が進まない理由としては、「コストの問題」が挙

げられます。まだまだコストが高いのが現状であり、なかなか普及が進んでいないのが実態です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経済産業省資源エネルギー庁において発表している発電設備の導入状況のなかで、主な再生可

能エネルギーとして取り上げられているのは、次の５種類があります。これらの再生エネルギー

の活用は、中小企業が積極的に環境経営に取り組んでいることをアピールできます。 

 

❶ 

太陽光 

 

 再生可能エネルギー発電設備のうち、約９割を占めているのが太陽光です。 

 近年では、住宅用太陽光発電システム以外に、産業用や公共施設などでの導入が進んで

います。 

❷ 

風力 

 発電設備の導入件数が近年増えているのが風力です。風力は、再生可能エネルギーの中

では発電コストが比較的低いため、電気事業者以外でも導入が進んできました。 

❸ 

バイオマス 

 バイオマスとは、動植物などから生まれた資源の総称です。家畜排泄物、稲ワラ、林地

残材などの生物資源を「直接燃焼」したり、「ガス化」するなどして発電します。 

❹ 

水力 

 古くから日本のエネルギー供給源として重要な役割を果たしてきた水力発電は、既に高

度に確立された技術が蓄積しています。 

❺ 

地熱 

 地下の地熱エネルギーを使うため、化石燃料のように枯渇することがなく、長期間にわ

たる供給が期待されます。 

 

2 活用可能な５つの再生可能エネルギー 

再生エネルギーの活用によって日本のエネルギー自給率は上がる  

中小企業でも活用が進んできた５つの再生エネルギー 
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 エコアクション２１は、中小事業者等の幅広い事業者に対して、自主的に「環境への関わりに

気づき、目標を持ち、行動することができる」簡易な方法を提供する目的で、環境省が策定した

ガイドラインに基づく制度です。 

 エコアクション２１ガイドラインに基づき、取り組みを行う中小事業者を、審査し、認証・登

録する制度が、エコアクション２１認証・登録制度です。 

 エコアクション２１に取り組む手順としては、まず代表者が、エコアクション２１に組織全体

で取り組むことを決定し、取組対象となる組織と活動の範囲を明確にします。  

 次に、活動に取り組むための実施体制を決めます。 

 そのうえで、環境に関する現状調査（初期調査）として、エコアクション２１ガイドラインの

環境への負荷についての自己チェックの手引きをもとに、活動に伴う環境負荷の把握と環境への

取組状況、組織に適用される環境関連法規等を把握します。 

 その結果を踏まえて、「環境経営システム」の要求事項にもとづき環境経営システムを構築し

ます。 

 環境経営システムの構築においては、計画の策定（Plan）、計画の実施（Do）、取組状況の確

認および評価（Check）および全体の評価と見直し（Action）の PDCA サイクルを基本とし、

この結果については、環境活動レポートとして公表されます。 

 このエコアクション２１の認証・登録事業者数は年々増加傾向にあり、平成 26 年度には約

7,500 事業者が登録されています。 

 

◆エコアクション２１の認証・登録事業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 環境経営を後押しする行政施策 

環境経営を推進するエコアクション２１ 
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◆エコアクション２１の取り組みの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            参考：一般社団法人 持続性推進機構ＨＰより 

 

 

 エコファースト制度とは、企業が環境大臣に対し、地球温暖化対策、廃棄物・リサイクル対策

など、自らの環境保全に関する取組みを約束するものです。 

 具体的には、環境経営に取り組んでいる企業が、環境の分野において「先進的、独自的でかつ

業界をリードする事業活動」を行っている企業（業界における環境先進企業）であることを、環

境大臣が認定するという制度です。企業の各業界における環境先進企業としての取り組みを促進

することを目的としています。 

 認定を受けた企業は、エコ・ファースト・マークを使用することができ、社会的にも広く環境

保全に取り組んでいることをアピールすることができます。 

 現在、40 社の企業がこの取り組みを行っていますが、今後認定を受ける企業はますます増加

すると予想されます。 

 レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 

環境経営の取り組みを約束するエコファースト制度 
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資金の調達コスト 
 資金調達にはコストがかかると聞きました。借入金には利息というコストが 

発生しますが、どのように計算し、評価すべきでしょうか？ 

 

 資金調達には何らかのコストが必ず

かかります。資本金には「配当」という

コストがかかり、借入金には、「金利」

というコストがかかります。特に金利コ

ストは、配当金と異なり、直接的に損益に影響しま

す。金利コストをみる場合、表面金利だけで判断す

ることは誤りの元です。どんな企業も必ず、預金を

預けているはずです。つまり受取利息の発生があり、

この旨の試算が必要になるのです。この計算方法は右の通りです。資金を調達するにあたっては、

資金提供者に対して何らかの見返りが必要です。借入に対する利息や株式に対する配当がその代

表でしょう。こうした、資金提供者に対する見返りのことを資本コストと言います。では、資本

コストを意識しないと利回り思考が身に付かないのは何故でしょう。 

 商品を仕入れて転売するケースを考えてみれば分かるはずです。商品はタダではありません。

当然、仕入にはコスト（原価）がかかります。転売する際には、この商品原価に利益を乗せた価

格で販売することでしょう。このケースでは、殆ど無意識のうちに調達コストを意識しています。 

 一方、資金調達の場合はどうでしょう。資金調達とは、資金の仕入にほかなりません。したが

って、この場合にも調達コストがかかっています。ですから、もし調達コスト以上の収益を上げ

られなければ、赤字になってしまいます。にもかかわらず、資金コストはなかなか意識されてき

ませんでした。いわば、原価を知らずに売値を決めてきたのです。中には、原価割れであるにも

かかわらず、資金を使い続けてきたケースもあったことでしょう。これは何故でしょう。 

 資本コストは、商品の仕入原価ほど単純で分かりやすいものではありません。仮に資本コスト

の場合でも単純なケース、たとえば銀行から１億円借りて（金利３％）、その資金で株式投資を

行なうような場合には、「３％以上の利回りを上げないと損が出る」と簡単に分かるでしょう。 

 資本コストは、資金の提供者（銀行や株主）から見れば、投資資金の期待利回りのことであり、

一方、資金の運用者（企業もしくは経営者）から見れば、資本運用における目標利回りの水準を

意味します。資本コストが明確に意識されていない以上、必要な利回り水準が目標になることは

ありません。いきおい、資本コストと離れ、売上や利益といった、わかりやすい絶対額が事業運

営の目標値にされることになります。資本コストの計算は、いわば調達資金の「原価計算」であ

り、資金運用の基準値の計算と位置付けられるのです。 

ジャンル： 資金繰り ＞ サブジャンル： 資金調達 

1 

        支払利息-受取利息 
実質金利＝ 

借入額-預金額 

 

（2,500-200）÷（100,000-20,000）

＝2.875％ 
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経営データベース  

 

  
企業の借入金依存度  

  企業の借入依存度とはどういう内容のことですか？ 

 

 中小企業庁から発表されてい

る『平成２３年中小企業実態基

本調査』 を参考に業種別の借入

依存度を作成すると、以下の通

りになります。 

 借入金依存度は、各企業が毎年作成してい

る決算書のうち、貸借対照表（バランスシー

ト）に記載されている長期、短期の借入金、

社債残高などの有利子負債の金額を総資産

額で割って求めます。一般に、借入金依存度

の高い企業は、金利上昇などが経営や業績に

与える影響が大きくなるため、財務の健全性

が低いとみなされます。実際の計算では、有利子負債額から従業員預かり金を差し引いたり、総資

産に受取手形の割引高を足したりして、企業の財務状況の実態に近くなるような調整を加えます。 

 一般に、借入金依存度の高い企

業は、金利上昇などが経営や業績

に与える影響が大きくなるため、

財務の健全性が低いとみなされま

す。この借入金依存度を引き下げ

るためには、利益を増やすなどし

て株主資本を厚くするか、フリー

キャッシュフロー（純現金収支）や手持ち資金を増やして借入金返済に充てるなど、有利子負債

の削減に努めることが大事です。上記の数値を見て分かるのは、中小企業ではすべての業種にお

いて、総資産の半分以上が「借入金」で占められていることです。飲食・宿泊業はなんと、総資

産の４分の３が「借金まみれ」の体質になっています。 「製品１個あたりのコストは、いくら

か」といったことにこだわる前に、銀行借入金に対して発生する「支払利息」という名のコスト

の垂れ流しが行なわれていないか、まずはそこから見直しを行なってください。支払利息に関す

るコスト削減運動は、企業内で最大の権限を持った社長しか取り組むことができません。そこに、

支払利息というコストの大きな特徴があります。 

2 
ジャンル： 資金繰り ＞ サブジャンル： 資金調達 

建設業 34.1％

製造業 38.3％

情報通信業 30.6％

運輸業、郵便業 43.7％

卸売業 32.5％

小売業 48.2％

不動産業、物品賃貸業 55.5％

学術研究、専門・技術サービス業 39.6％

宿泊業、飲食サービス業 73.0％

生活関連サービス業、娯楽業 37.7％

サービス業（他に分類されないもの） 35.7％

          有利子負債 
借入金依存度＝ 

総資産+割引手形 

有利子負債＝短期借入金+1 年以内返済の長期借入金・償還社債

+長期借入金+社債+割引手形 

※割引手形＝受取手形割引高+受取手形裏書譲渡高 


